
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

カルボキシル基含
有アクリル系エラストマーに メルカプトベンツイミダゾール類を配合してなるア
クリル系エラストマー組成物。
【請求項２】
　

【請求項３】
　カルボキシル基含有アクリル系エラストマーが脂肪族不飽和ジカルボンモノアルキルエ
ステル共重合アクリル系エラストマーである請求項 1 記載のアクリル系エラスト
マー組成物。
【請求項４】
　
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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加硫剤としての多官能性イソシアネート化合物および加硫促進剤としてのグアニジン類
、 4級オニウム塩類、 3級アミン類または 3級ホスフィン類が配合された

、さらに

加硫剤としてのジアミン化合物および加硫促進剤としてのグアニジン類、 1,8-ジアザビ
シクロ [5,4,0]ウンデセン -7、 1,5-ジアザビシクロ [4,3,0]ノネン -5またはこれらの塩が配
合されたカルボキシル基含有アクリル系エラストマーに、さらにメルカプトベンツイミダ
ゾール類を配合してなるアクリル系エラストマー組成物。

または２

請求項 1、 2または 3記載のアクリル系エラストマー組成物の加硫物よりなるシール材。



本発明は、アクリル系エラストマー組成物に関する。更に詳しくは、圧縮永久歪特性にす
ぐれたシール材などを与え得るアクリル系エラストマー組成物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
自動車、家電、各種機械等の諸分野における技術進行に伴ない、これらの関連部品に使用
されるゴム材料について要求される特性も多岐にわたっている。耐熱性、耐寒性および耐
油性が同時に要求される用途に用いられているアクリル系エラストマーについても、特に
ガスケット、 Oリング、パッキン等のシール材料として用いられる場合には、圧縮永久歪
特性に対する要求が年々高まってきている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
　本出願人は先に、常態物性、耐熱性、圧縮永久歪特性などを低下させることなく、耐ス
コーチ性を改善せしめるために、カルボキシル基含有アクリル系エラストマーに、加硫剤
としての多官能性イソシアネート化合物および加硫促進剤としてのグアニジン類、 4級オ
ニウム塩類、 3級アミン類または 3級ホスフィン類を配合したアクリル系エラストマー組成
物 ( )あるいは耐スコーチ安定性および圧縮永久歪特性を改善せしめる
ために、不飽和ジカルボン酸モノアルキルエステル共重合アクリル系エラストマーに、ジ
アミン化合物加硫剤、グアニジン化合物加硫促進剤およびベンゾチアゾリルスルフェンア
ミド系化合物加硫促進剤を配合したアクリル系エラストマー組成物 ( )
をそれぞれ提案している。
【０００４】
本発明の目的は、アクリル系エラストマー組成物であって、それの圧縮永久歪特性を更に
改善せしめたものを提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　かかる本発明の目的は、 カルボキシル基含有アクリル系エラス
トマーに メルカプトベンツイミダゾール類を配合したアクリル系エラストマー組
成物によって達成される。
【０００６】
その組成物の加硫系としては、 (1)多官能性イソシアネート化合物 -グアニジン類、 4級オ
ニウム塩類、 3級アミン類または 3級ホスフィン類、あるいは (2)ジアミン化合物 -グアニジ
ン類、 1,8-ジアザビシクロ [5,4,0]ウンデセン -7、 1,5-ジアザビシクロ [4,3,0]ノネン -5ま
たはこれらの塩よりなる加硫剤 -加硫促進剤の組合せが用いられる。
【０００７】
【発明の実施の形態】
カルボキシル基を架橋サイトとするアクリル系エラストマーは、アルキルアクリレートお
よびアルコキシアルキルアクリレートの少くとも一種を主成分とし、これにカルボキシル
基含有不飽和化合物を共重合させたものである。
【０００８】
アルキルアクリレートとしては、炭素数 1～ 8のアルキル基を有するアルキルアクリレート
、例えばメチルアクリレート、エチルアクリレート、 n-またはイソプロピルアクリレート
、 n-またはイソブチルアクリレート、 n-アミルアクリレート、 n-ヘキシルアクリレート、
2-エチルヘキシルアクリレート、 n-オクチルアクリレート、 2-シアノエチルアクリレート
等が用いられ、耐寒性および耐油性のバランスの上から アクリレート、 n-ブチルア
クリレートが好んで用いられる。
【０００９】
アルコキシアルキルアクリレートとしては、炭素数 2～ 8のアルコキシアルキル基を有する
アルコキシアルキルアクリレート、例えばメトキシメチルアクリレート、エトキシメチル
アクリレート、 2-メトキシエチルアクリレート、 2-エトキシエチルアクリレート、 2-ブト
キシエチルアクリレート等が用いられ、耐寒性および耐油性のバランスの点からは 2-メト
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、さらに

エチル



キシエチルアクリレート、 2-エトキシエチルアクリレートが好んで用いられる。
【００１０】
これらのアルキルアクリレートまたはアルコキシアルキルアクリレートは、モノマー混合
物中約 20～ 99.9重量 %、好ましくは約 40～ 99重量 %の割合で共重合反応に用いられ、共重合
反応の重合率が約 90%以上であるので、モノマー混合割合がほぼ共重合割合となる。
【００１１】
カルボキシル基含有不飽和化合物としては、例えばアクリル酸、メタクリル酸等の不飽和
モノカルボン酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸等の脂肪族不飽和ジ
カルボン酸またはモノメチルマレエート、モノエチルマレエート、モノ -n-プロピルマレ
エート、モノイソプロピルマレエート、モノ -n-ブチルマレエート、モノイソブチルマレ
エート、モノメチルフマレート、モノエチルフマレート、 フマレート、モノ
イソプロピルマレエート、モノ -n-ブチルフマレート、モノメチルイタコネート、モノエ
チルイタコネート、 イタコネート、モノ -n-ブチルイタコネート、モノメチ
ルシトラコネート、モノエチルシトラコネート、 シトラコネート、モノイソ
プロピルシトラコネート、モノ -n-ブチルシトラコネート、モノイソブチルシトラコネー
ト等の脂肪族不飽和ジカルボン酸モノ エステルが用いられ、好ましくはモノ -n-
ブチルマレエート、モノエチルフマレート、モノ -n-ブチルフマレートが用いられる。こ
れらのカルボキシル基含有不飽和化合物は、モノマー混合物中約 0.1～ 15重量 %、好ましく
は約 1～ 10重量 %の割合で用いられ、共重合せしめる。これ以下の共重合割合では、加硫が
不十分となって、圧縮永久歪特性が低下するようになり、一方これ以上の割合で共重合さ
せると、スコーチし易くなる。
【００１２】
脂肪族不飽和ジカルボン酸モノアルキルエステル共重合アクリル系エラストマー中には、
その特性を阻害しない範囲内 (約 30重量 %以下 )で、他のビニルまたはオレフィン単量体、
例えばスチレン、ビニルトルエン、α -メチルスチレン、ビニルナフタレン、アクリロニ
トリル、メタクリロニトリル、アクリルアミド、酢酸ビニル、シクロヘキシルアクリレー
ト、ベンジルアクリレート、 2-ヒドロキシエチルアクリレート、 4-ヒドロキシブチルアク
リレート、ブタジエン、イソプレン、

等を共重合させることもできる。
【００１３】
また、必要に応じて、混練加工性、押出加工性などを改善する目的で、多官能性不飽和単
量体またはオリゴマー、例えばエチレングリコールジ (メタ )アクリレート、プロピレング
リコールジ (メタ )アクリレート、 1,4-ブタンジオールジ (メタ )アクリレート、 1,6-ヘキサ
ンジオールジ (メタ )アクリレート、 1,9-ノナンジオール (メタ )アクリレート、ネオペンチ
ルグリコールジ (メタ )アクリレート、テトラエチレングリコールジ (メタ )アクリレート、
トリプロピレングリコールジ (メタ )アクリレート、ポリプロピレングリコールジ (メタ )ア
クリレート、ビスフェノール Aのエチレンオキサイド付加物ジアクリレート、ジメチロー
ルトリシクロデカンジアクリレート、グリセリンジメタクリレート、 3-アクリロイルオキ
シグリセリンモノメタクリレート等を、約 1重量 %以下共重合反応に供することもできる。
【００１４】
第 1の加硫系にあっては、これらの各成分の共重合体であるアクリル系エラストマーに、

化合物加硫剤および加硫促進剤が添加される。
【００１５】

化合物としては、例えば o-トルイレンジイソシアネート、ナフチ
レン -1,5-ジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、トリフェニルメタン
トリイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、トリス (p-イソシアネートフェニル )
チオホスファイト、ポリメチレンポリフェニルジイソシアネート、クロロフェニルジイソ
シアネート、ジメトキシジフェニルジイソシアネート、ジメチルジフェニレンジイソシア
ネート、テトラメチルジフェニレンジイソシアネート、ジフェニルジフェニレンジイソシ
アネート、ジクロロジフェニレンジイソシアネート、ジメトキシジフェニレンジイソシア
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多官能性イソシアネート
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ネート、フェニレンジイソシアネート、トルエンジイソシアネート、トランスビニレンジ
イソシアネート、 N,N′ -(4,4′ -ジメチル -3,3′ -ジフェニルジイソシアネート )ウレジオ
ン、 4,4′ ,4″ -トリメチル -3,3′ ,3″ -トリイソシアネート -2,4,6-トリフェニルシアヌレ
ート、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、トリメチルヘキ
サメチレンジイソシアネート、ブロックドイソシアネート、ジシクロヘキシルメタンジイ
ソシアネート等が挙げられる。
【００１６】
これらの 化合物は、少なくとも一種がアクリル系エラストマー 10
0重量部当り約 0.1～ 10重量部、好ましくは約 0.2～ 5重量部の割合で用いられる。使用割合
がこれ以下では十分なる圧縮永久歪特性が得られず、一方これより多い割合で用いられる
と、常態物性や耐熱性が低下するようになる。
【００１７】

化合物加硫剤と併用される加硫促進剤としては、グアニジン類、
4級オニウム塩類、 3級アミン類または 3級ホスフィン類の少くとも一種が用いられる。グ
アニジン類としては、後記の如きものが用いられる。
【００１８】
4級オニウム塩は、次のような一般式で表わされる。
(R1 R2 R3 R4 N)

+ X-　または　 (R1 R2 R3 R4 P)
+ X-

R1～ R4 :炭素数 1～ 25のアルキル基、アルコキシル基、アリール基、アルキルアリール基、
アラルキル基またはポリオキシアルキレン基であり、あるいはこれらの内 2～ 3個が Nまた
は Pと共に複素環構造を形成することもできる。
X- :Cl-、 Br-、 I-、 HSO4

-、 H2 PO4
-、 RCOO-、 ROSO2

-、 CO3
- -

等のアニオン
【００１９】
具体的には、テトラブチルアンモニウムブロマイド、テトラブチルアンモニウムクロライ
ド、テトラブチルアンモニウムアイオダイド、テトラエチルアンモニウムブロマイド、テ
トラエチルクロライド、テトラエチルアイオダイド、 n-ドデシルトリメチルアンモニウム
ブロマイド、オクタデシルトリメチルアンモニウムブロマイド、トリメチルベンジルアン
モニウムブロマイド、セチルジメチルベンジルアンモニウムクロライド、セチルピリジウ
ムブロマイド、セチルピリジウムサルフェート、テトラエチルアンモニウムアセテート、
トリメチルベンジルアンモニウムベンゾエート、トリメチルベンジルアンモニウムボレー
ト、 5-ベンジル -1,5-ジアザビシクロ [4,3,0]-5-ノネニウムクロライド、 5-ベンジル -1,5-
ジアザビシクロ [4,3,0]-5-ノネニウムテトラフルオロボレート等の 4級アンモニウム塩類
、またはテトラフェニルホスホニウムクロライド、ベンジルトリフェニルホスホニウムブ
ロマイド、ベンジルトリフェニルホスホニウムクロライド、トリフェニルメトキシメチル
ホスホニウムクロライド、トリフェニルメチルカルボニルメチルホスホニウムクロライド
、トリフェニルエトキシカルボニルメチルホスホニウムクロライド、トリオクチルベンジ
ルホスホニウムクロライド、トリオクチルメチルホスホニウムクロライド、トリオクチル
エチルホスホニウムアセテート、テトラオクチルホスホニウムクロライド、トリオクチル
エチルホスホニウムジメチルホスフェート等の 4級ホスホニウム塩類が用いられる。
【００２０】
3級アミン類としては、例えばトリエチルアミン、トリブチルアミン、ジエチルシクロヘ
キシルアミン、ジメチルラウリルアミン、テトラメチルエチレンジアミン、テトラメチル
プロピレンジアミン、テトラメチルヘキサメチレンジアミン、 N,N-ジメチルベンジルアミ
ン、トリフェニルアミン、トリエチレンジアミン、ヘキサメチレンテトラミン、ペンタメ
チルジエチレントリアミン、ヘキサメチルトリエチレンテトラミン、 1,8-ジアザ -ビシク
ロ [5,4,0]ウンデセン -7、 N,N-ジメチルアニリン、 N,N-ジエチルアニリン、ピリジンおよ
びその置換体、ピロールおよびその置換体、メチルモルホリン、エチルモルホリン、ジメ
チルピペラジン、ジエチルピペラジン等が用いられる。
【００２１】
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また、 3級ホスフィンとしては、例えばトリフェニルホスフィン、トリ（メチルフェニル
）ホスフィン等が用いられる。
【００２２】
これらの加硫促進剤は、アクリル系エラストマー 100重量部当り約 0.5～ 15重量部、好まし
くは約 1～ 10重量部の割合で用いられる。使用割合がこれより少ないと、加硫が不十分と
なって圧縮永久歪特性が低下するようになり、一方これよりも多い割合で用いられても加
硫が阻害され、圧縮永久歪特性が低下するようになる。
【００２３】
第 2の加硫系にあっては、カルボキシル基含有アクリル系エラストマーには、ジアミン化
合物加硫剤および加硫促進剤が配合される。
【００２４】
ジアミン化合物加硫剤としては芳香族ジアミン化合物が好ましく、例えば 4,4′ -メチレン
ジアニリン、 m-フェニレンジアミン、 4,4′ -ジアミノジフェニルエーテル、 p-フェニレン
ジアミン、 p,p′ -エチレンジアニリン、 4,4′ -(p-フェニレンジイソプロピリデン )ジアニ
リン、 4,4′ -(m-フェニレンジイソプロピリデン )ジアニリン、 3,4′ -ジアミノジフェニル
エーテル、 4,4′ -ジアミノジフェニルスルホン、 2,2-ビス [4-(4-アミノフェノキシ )フェ
ニル ]プロパン、ビス [4-(4-アミノフェノキシ )フェニル ]スルホン、ビス [4-(3-アミノフ
ェノキシ )フェニル ]スルホン、 4,4′ -ビス (4-アミノフェノキシ )ビフェノール、ビス [4-(
4-アミノフェノキシ )フェニル ]エーテル、 2,2-ビス [4-(4-アミノフェノキシ )フェニル ]ヘ
キサフルオロプロパン、 1,4-ビス (4-アミノフェノキシ )ベンゼン、 1,3-ビス (4-アミノフ
ェノキシ )ベンゼン等が用いられ、好ましくは p-ジアミノ置換体が用いられる。これらの
芳香族ジアミン化合物以外にも、例えばヘキサメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミ
ンカーバメート、ヘキサメチレンジアミン－シンナムアルデヒド付加物、ヘキサメチレン
ジアミンベンゾエート塩、 N,N′ -ジシンナミリデン -1,6-ヘキサンジアミン、ジアミノ変
性シロキサン等の脂肪族ジアミン化合物、 4,4′ -メチレンビスシクロヘキシルアミン、ビ
ス (4-アミノ -3-メチルジシクロヘキシル )メタン、 4,4′ -メチレンビスシクロヘキシルア
ミン -シンナムアルデヒド付加物等の脂環状ジアミン化合物あるいはジアミン変性ポリシ
ロキサン等を用いることもできる。
【００２５】
これらのジアミン化合物加硫剤の少くとも一種は、カルボキシル基含有アクリル系エラス
トマー 100重量部当り約 0.1～ 5重量部、好ましくは約 0.2～ 4重量部、更に好ましくは約 0.5
～ 3重量部の割合で用いられる。この割合がこれより少ないと加硫が不十分となって、圧
縮永久歪特性の改善効果が得られず、一方これ以上の割合で用いられるとスコーチし易く
なる。
【００２６】
ジアミン化合物加硫剤と併用される加硫促進剤としては、グアニジン類、 1,8-ジアザビシ
クロ [5,4,0]ウンデセン -7、 1,5-ジアザビシクロ「 4,3,0]ノネン -5またはこれらの塩類が
用いられる。グアニジン類としては、例えば 、アミノグアニジン、 1-フェニル
グアニジン、 1,3-ジフェニルグアニジン、トリフェニルグアニジン、 1,1,3,3-テトラメチ
ルグアニジン、 1,1,3,3-テトラエチルグアニジン、 1-ベンジル -2,3-ジメチルグアニジン
、 1,3-ジ -o-トリルグアニジン、 n-デシルグアニジン、メチロールグアニジン、ジメチロ
ールグアニジン、シアノグアニジン、 1,6-グアニジノヘキサン、グアニル尿素、ビグアニ
ジド、 1-o-トリルビグアニド、ジカテコールボレートのジ -o-トリルグアニジル塩等が用
いられ、好ましくはジフェニルグアニジン、 1-o-トリルグアニジンが用いられる。
【００２７】
これらの加硫促進剤の少くとも一種は、カルボキシル基含有アクリル系エラストマー 100
重量部当り約 0.1～ 10重量部、好ましくは約 0.3～ 6重量部、更に好ましくは約 0.5～ 4重量
部の割合で用いられる。この割合がこれより少ないと加硫が不十分となって圧縮永久歪特
性が低下するようになり、一方これ以上の割合で用いられても加硫が阻害され、十分なる
圧縮永久歪特性が得られなくなる。
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【００２８】
本発明に係るアクリル系エラストマー組成物の特徴成分であるメルカプトベンツイミダゾ
ール類としては、 2-メルカプトベンツイミダゾール、 2-メルカプトメチルベンツイミダゾ
ール等が挙げられ、これらはカルボキシル基含有アクリル系エラストマー 100重量部当り
約 0.1～ 5重量部、好ましくは約 0.5～ 3重量部の割合で用いられる。使用割合がこれよりも
少ないと、目的とする圧縮永久歪特性の改善効果が得られず、一方これ以上の割合で用い
られても格別効果が上らず、不経済になる。
【００２９】
以上の各成分に加えて、カルボキシル基含有アクリル系エラストマー 100重量部当り、老
化防止剤が約 0.5～ 5重量部の割合で、また滑剤が約 0.1～ 5重量部の割合で配合されて用い
られることが好ましい。老化防止剤としては、例えば 4,4-ビス (α ,α -ジメチルベンジル )
ジフェニルアミン等によって代表されるアミン系または 2,2′ -メチレンビス (4-メチル -6-
第 3ブチルフェノール )等によって代表されるフェノール系のものが好んで用いられる。ま
た、滑剤としては、ステアリン酸、リン酸エステル化合物、有機シリコーン化合物、高級
脂肪酸エステル、モノアミド型高級脂肪酸等が用いられる。
【００３０】
以上の各成分を含有するアクリル系エラストマー組成物中には、更に補強剤、充填材、安
定剤、可塑剤、加工助剤等が必要に応じて添加され、組成物の調製は、オープンロール、
バンバリーミキサ、ニーダ等の混練機を用いて行われる。調製された組成物は、約 150～ 2
00℃で約 1～ 30分程度行われるプレス加硫および約 150～ 180℃で約 1～ 16時間程度行われる
オーブン加硫 (二次加硫 )によって加硫される。その加硫成形は、圧縮成形法、射出成形法
、トランスファ成形法などによって行われる。
【００３１】
【発明の効果】
本発明に係るアクリル系エラストマー組成物は、圧縮永久歪特性の点ですぐれており、ま
た耐金属腐食性の点でも問題がないので、ガスケット、 Oリング、パッキン、オイルシー
ル等のシール材または各種ホース等の加硫成形材料として有効に用いることができる。特
に、小線径のシール材にあっても、良好な圧縮永久歪特性を示すことが特筆される。
【００３２】
本発明のアクリル系エラストマー組成物の特徴的な成分であるメルカプトベンゾイミダゾ
ール類は、ゴム工業では老化防止剤として用いられていることは周知である。しかしなが
ら、その作用は、高温下で発生する各種ラジカルによる酸化の防止あるいは発生する過酸
化物の安定化に寄与し、老化前後の破断時強度や破断時伸びの変化を抑制することにある
。本発明においては、メルカプトベンゾイミダゾール類をカルボキシル基含有アクリルエ
ラストマーに配合したとき、その加硫物の圧縮永久歪特性を改善し得るという全く新たな
知見に基いている。
【００３３】
【実施例】
次に、実施例について本発明を説明する。
【００３４】
参考例１
温度計、撹拌機、窒素ガス導入管および減圧装置を備えたセパラブルフラスコ中に、水 15
0部 (重量、以下同じ )、ラウリル硫酸ナトリウム 5.5部ならびにエチルアクリレート 10部、
n-ブチルアクリレート 46部、 2-メトキシエチルアクリレート 40部およびモノエチルマレエ
ート 4部よりなる単量体混合物 100部を仕込み、脱気および窒素ガス置換をくり返して系内
の酸素を十分に除去した後、ナトリウムホルムアルデヒドスルホキシレート 0.002部およ
び第 3ブチルハイドロパーオキサイド 0.005部を加え、室温条件下で重合反応を開始させ、
重合転化率が 90%に達する迄反応を継続した。得られた水性ラテックスを塩化ナトリウム
水溶液で凝固させ、水洗、乾燥して、モノエチルマレエート共重合アクリルエラストマー
(アクリルエラストマー A)を得た。
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【００３５】
実施例１
アクリルエラストマー A　　　　　　　　　　　　　　　　  100部
ステアリン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1部
4,4′ -ビス (α ,α -ジメチルベンジル )ジフェニルアミン　　　 2部
FEFカーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　 65部
ヘキサメチレンジイソシアネート　　　　　　　　　　　　　 1部
ジ -o-トリルグアニジン　　　　　　　　　　　　　　　　　  4部
2-メルカプトメチルベンツイミダゾール　　　　　　　　　　 1部
以上の各配合成分をオープンロールで混練し、得られた組成物について 180℃、 8分間のプ
レス加硫および 175℃、 4時間のギヤオーブン中での二次加硫を行った。
【００３６】
得られた Oリング (径 3.5mm)について、 JIS K-6301に準じて 150℃、 70時間、 25%圧縮の条件
下での圧縮永久歪を測定した。
【００３７】
比較例１
実施例 1において、 2-メルカプトメチルベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００３８】
実施例２～４、比較例２～４
実施例 1において、アクリルエラストマー A、ステアリン酸、 4,4′ -ビス (α ,α -ジメチル
ベンジル )ジフェニルアミンおよび FEFカーボンブラック以外に、次の各成分が用いられた
。なお、実施例 2および比較例 2では、 4,4′ -ビス (α ,α -ジメチルベンジル )ジフェニルア
ミン量が 3部に変更された。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３９】
以上の各実施例および対応する各比較例についての圧縮永久歪の測定結果は、次の表２に
示される。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４０】
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実施例５～７、比較例５～８
実施例 1において、アクリルエラストマー A、ステアリン酸、 4,4′ -ビス (α ,α -ジメチル
ベンジル )ジフェニルアミンおよび FEFカーボンブラック以外に、次の各成分が用いられた
。なお、比較例 6では、 4,4′ -ビス (α ,α -ジメチルベンジル )ジフェニルアミン量が 3部に
変更された。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４１】
以上の実施例 および比較例 5～８についての圧縮永久歪の測定結果は、次の表 4に示さ
れる。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４２】
実施例８～ 16
実施例 1において、アクリルエラストマー A、ステアリン酸、 4,4′ -ビス (α ,α -ジメチル
ベンジル )ジフェニルアミンおよび FEFカーボンブラック以外に、次の各成分が用いられた
。
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【００４３】
比較例９
実施例 8において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００４４】
比較例 10
実施例 9において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００４５】
比較例 11
実施例 10において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００４６】
比較例 12
実施例 11において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００４７】
比較例 13
実施例 12において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００４８】
比較例 14
実施例 13において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００４９】
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比較例 15
実施例 14において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００５０】
比較例 16
実施例 15において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００５１】
比較例 17
実施例 16において、 2-メルカプト ベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００５２】
以上の実施例 8～ 16および対応する比較例 9～ 17についての圧縮永久歪の測定結果は、次の
表 6に示される。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５３】
参考例２～９
次の表 7に示されるような割合の単量体混合物 100部を用い、参考例 1と同様の共重合反応
を行ない、不飽和ジカルボン酸モノアルキルエステル共重合アクリルエラストマー (アク
リルエラストマー B～ I)を得た。
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【００５４】
実施例 17
アクリルエラストマー B　　　　　　　　　　　　　　　　 100部
ステアリン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1部
4,4′ -ビス (α ,α -ジメチルベンジル )ジフェニルアミン　　  2部
FEFカーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　  65部
N,N′ -ジシンナミリデン -1,6-ヘキサンジアミン　　　　　　 1部
ジ -o-トリルグアニジン　　　　　　　　　　　　　　　　　 4部
2-メルカプトベンツイミダゾール　　　　　　　　　　　　  1部
【００５５】
以上の各配合成分を用い、実施例 1と同様に、混練、加硫および圧縮永久歪の測定が行わ
れた。
【００５６】
比較例 18
実施例 17において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００５７】
実施例 18
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りに、アクリルエラストマー Cが用いられ
た。
【００５８】
比較例 19
実施例 18において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００５９】
実施例 19
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りに、アクリルエラストマー Dが用いられ
た。
【００６０】
比較例 20
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実施例 19において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００６１】
実施例 20
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りに、アクリルエラストマー Eが用いられ
た。
【００６２】
比較例 21
実施例 20において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００６３】
実施例 21
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りに、アクリルエラストマー Fが用いられ
た。
【００６４】
比較例 22
実施例 21において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００６５】
実施例 22
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りに、アクリルエラストマー Gが用いられ
た。
【００６６】
比較例 23
実施例 22において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００６７】
実施例 23
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りに、アクリルエラストマー Hが用いられ
た。
【００６８】
比較例 24
実施例 23において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００６９】
実施例 24
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りにアクリルエラストマー Iが、また N,N
′ -ジシンナミリデン -1,6-ヘキサンジアミンの代りに 4,4′ -ジアミノジフェニルエーテル
がそれぞれ同量用いられた。
【００７０】
比較例 25
実施例 24において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００７１】
実施例 25
実施例 17において、アクリルエラストマー Bの代りに、エチレン -アクリル酸エステル -マ
レイン酸モノエステル系 3元共重合体 (デュポン社製品 Vamac HG)が同量用いられた。
【００７２】
比較例 26
実施例 25において、 2-メルカプトベンツイミダゾールが用いられなかった。
【００７３】
以上の実施例 17～ 25および対応する比較例 18～ 26についての圧縮永久歪の測定結果は、次
の表 8に示される。
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【００７４】
注 )
4,4′ -ビス (α ,α -ジメチルベンジル )ジフェニルアミン：大内新興化学製品ノクラックＣ
Ｄ
FEFカーボンブラック：東海カーボン製品シーストＧＳＯ
4,4′ -ジアミノジフェニルエーテル：和歌山精化製品
ジ -o-トリルグアニジン：大内新興化学製品ノクセラーＤＴ
2-メルカプトベンツイミダゾール：大内新興化学製品ノクラックＭＢ
2-メルカプトメチルベンツイミダゾール：大内新興化学製品ノクラックＭＭＢ
トリブチルチオ尿素：大内新興化学製品ノクラックＴＢＴＵ
トリス (ノニルフェニル )ホスファイト：大内新興化学製品ノクラックＴＮＰ
2,2-ビス [4-(4-アミノフェノキシ )フェニル ]ヘキサフルオロプロパン：和歌山精化製品
4,4′ -(p-フェニレンジイソプロピリデン )ジアニリン：三井化学製品ビスアニリン－Ｐ
ヘキサメチレンジアミンカーバメート：ＮＯＫ製品ケミノックスＡＣ－６
N,N′ -ジシンナミリデン -1,6-ヘキサンジアミン：デュポン製品ＤＩＡＫ＃３
ジカテコールボレートのジ -o-トリルグアニジン塩：大内新興化学製品ノクセラーＰＲ
N-シクロヘキシル -2-ベンゾチアゾリルスルフェンアミド：大内新興化学製品ノクセラー
ＣＺ
N-オキシエチレン -2-ベンゾチアゾリルスルフェンアミド：大内新興化学製品ノクセラー
ＭＳＡ
エチレンビスステアロアミド：ライオンアクゾ製品アーモワックスＥＢＳ
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